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6/26自治労県職労「男女平等社会実現を求める申入書」を提出

長時間労働を前提とした職場環境や管理職の意識改善を！

ワーク・ライフ・バランスの実現、仕事と家庭の両立支援制度の利用促進をめざして
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　2014年6月23日


神奈川県知事　黒岩　祐治　様


自治労神奈川県職員労働組合


中央執行委員長　米倉　尚人


2014年度男女平等社会実現を求める申入書


地方自治の発展、とりわけ男女共同参画の取組みに日頃からご尽力いただいている貴職に心から敬意を表します。


　さて、2010年に男女共同参画基本法に基づく「第3次男女共同参画基本計画」が策定され、同年「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」と「行動指針」が政労使トップの交代を機に、新たな合意として結ばれました。


　都道府県でも「基本法」に基づく計画策定など法律に基づく取組みや男女平等の推進に関する施策は進められているものの、男女平等参画社会の実現には程遠い状況となっています。


　つきましては、県においても積極的な対応が図られるよう、下記事項について特段の尽力をお願いいたします。


記


１．次世代育成支援対策推進法に基づき策定された、「都道府県行動計画」「特定事業主行動計画」の点検と着実な実施にむけて労使協議を行うこと。


２．職場の男女間格差を是正し、セクシュアル・ハラスメントをはじめとするあらゆるハラスメントのない安全で快適な職場を実現するために、その防止にむけて労使一体となった取組みを実施すること。


３．ワーク・ライフ・バランス憲章を踏まえ、ワーク・ライフ・バランスの推進体制を確立するとともに、行動指針の具体化を図ること。


４．仕事と家庭の両立支援制度を拡充・促進すること。あわせて、男性の育児休業・介護休暇取得促進のための具体策を示すこと。


５．長時間労働を前提とした職場環境や管理職の意識を改善すること。








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































